
議第１号 

   橿原市個人情報保護条例の一部改正について 

橿原市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

橿原市長 森下 豊 

橿原市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

橿原市個人情報保護条例（平成１１年橿原市条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第４号中「第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条において準用する

場合を含む。）」を加える。 

第２９条中「又は」を「若しくは」に改め、「情報提供者」の次に「又は同条第８号に

規定する条例事務関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者」を加え、「実施機関以

外の者」を「実施機関以外のもの」に改める。 

第３０条第１項第１号中「第２８条」を「第２９条」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年５月３０日から施行する。 

 

 

理由 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改

正に伴い、独自利用事務について情報提供ネットワークシステムを利用した情報連携

が可能となることを受け、所要の改正を行うもの 
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議第２号 

   橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び橿原市職員の育児休業等に 

関する条例の一部改正について 

 橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び橿原市職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

橿原市長 森下 豊    

   橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び橿原市職員の育児休業等に 

関する条例の一部を改正する条例 

 （橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年橿原市条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

  第８条の２第１項中「達するまでの子」の次に「（民法（明治２９年法律第８９号）第

８１７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２

号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童その他これらに準ずる者

として規則で定める者を含む。以下この条において同じ。）」を加え、同条第４項中「第

１項及び前項」を「前３項」に改め、「第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子」

の次に「（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により職員が

当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条

第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員

に委託されている児童その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この

条において同じ。）」を加え、「あるのは「第１５条第１項に規定する要介護者（以下「要

介護者」という。）のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」

と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をい

う。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則
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で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、規則で定

めるところにより、当該要介護者を介護」」を「あり、第２項中「３歳に満たない子の

ある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、及び前項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」

とあるのは、「第１５条第１項に規定する要介護者（以下「要介護者」という。）のある

職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」

と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく

困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」」に改める。 

 （橿原市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 橿原市職員の育児休業等に関する条例（平成４年橿原市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

  第２条第３号ア（イ）を次のように改める。 

（１）（イ）その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６か月に達する日（第２条の３第３号において「１歳６か月到達日」と

いう。）までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでない非常勤

職員 

  第２条第３号イ中「次条第３号」を「第２条の３第３号」に、「子の１歳到達日」を「子  

が１歳に達する日（以下、この号及び同条において「１歳到達日」という。）」に改める。 

  第２条の３を第２条の４とする。 

  第２条の２第３号中「当該子が１歳６月に達する日」を「当該子の１歳６か月到達日」

に改め、同条を第２条の３とする。 

  第２条の次に次の１条を加える。 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親である職員（児童の親その他の

同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することができない職員

に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託されている当該児童とする。 
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 第３条第１号を次のように改める。 

（１）育児休業をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、当該

育児休業の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子が次に掲げる

場合に該当することとなったこと。 

  ア 死亡した場合 

  イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 

 第３条中第７号を第８号とし、同条第６号中「第２条の２第３号」を「第２条の３第

３号」に改め、同号を第７号とし、同条中第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、

第１号の次に次の１号を加える。 

（２）育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したことにより当該育児

休業の承認が取り消された後、同条に規定する承認に係る子が次に掲げる場合に該

当することとなったこと。 

  ア 前号ア又はイに掲げる場合 

  イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求に係

る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除

く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定によ

る措置が解除された場合 

 第１１条第１号を次のように改める。 

（１）育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。

以下同じ。）をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、当該

育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産に係る子が第３

条第１号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

 第１１条中第６号を第７号とし、第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第１号

の次に次の１号を加える。 

（２）育児短時間勤務をしている職員が、第１４条第１号に掲げる事由に該当したこと

により当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、同号に規定する承認に係る子

が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。 

 第２０条第１項中「（平成７年橿原市条例第３号）」を削り、同条第２項中「を承認さ

れている」を「又は橿原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１５条の２の規定に

よる介護時間の承認を受けて勤務しない」に改め、「当該育児時間」の次に「又は当該介
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護時間の承認を受けて勤務しない時間」を加え、同条第３項中「を承認されている場合」

を「又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第７６号）第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項の規

定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」という。）の承認を受け

て勤務しない場合」に、「を承認されている時間」を「又は当該介護をするための時間の

承認を受けて勤務しない時間」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部改正に伴い、育児休業等に係る子の

範囲を拡大する等、所要の改正を行うもの 
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議第３号 

   橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正に 

ついて 

 橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正 

する条例 

 橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年橿原市条例

第９号）の一部を次のように改正する。 

 別表中 

「 

幼稚園嘱託医、歯科医 年額 １２７，０００ 〃 

小学校及び中学校嘱託医、歯科医 年額 １４８，０００ 〃 

小学校、中学校及び幼稚園薬剤師 年額 １０６，０００ 〃 

                                      」 

を 

「 

幼稚園医 年額 １５２，４００ 〃 

幼稚園歯科医 年額 １２７，０００ 〃 

小学校医及び中学校医 年額 １７７，６００ 〃 

小学校歯科医及び中学校歯科医 年額 １４８，０００ 〃 

幼稚園薬剤師、小学校薬剤師及び中学校薬剤師 年額 １０６，０００ 〃 

                                      」 

に、 

「 

保育所嘱託医、歯科医 年額 １２７，０００ 〃 

                                      」 

を 



2 

「 

保育所嘱託医 年額 １５２，４００ 〃 

保育所嘱託歯科医 年額 １２７，０００ 〃 

                                      」 

に、 

「 

産業医 年額 １４８，０００ 〃 

                                      」 

を 

「 

産業医 年額 ２４０，０００ 〃 

                                      」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 学校保健安全法施行規則の一部改正に伴い、健康診断の必須項目が追加されたこと

等による業務量の増加を受け、学校医等の報酬の額について見直しを行うもの 
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議第４号 

   橿原市税条例等の一部改正について 

 橿原市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

橿原市長 森下 豊    

   橿原市税条例等の一部を改正する条例 

 （橿原市税条例の一部改正） 

第１条 橿原市税条例（昭和３１年橿原市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

  附則第４条の３の２第１項中「平成４１年度」を「平成４３年度」に、「平成３１年」

を「平成３３年」に改める。 

  附則第１３条第１項中「三輪」を「３輪」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条の」

を加え、同項の表第８２条第２号アの項中「第８２条第２号ア」を「第２号ア」に改め、

同条第２項中「規定する三輪」を「掲げる３輪」に、「平成２７年４月１日から平成２

８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「に

おいて、平成２８年度分」を「には、平成２９年度分」に改め、「左欄に掲げる」の次

に「同条の」を加え、同項の表第８２条第２号アの項中「第８２条第２号ア」を「第２

号ア」に改め、同条第３項中「規定する三輪」を「掲げる３輪」に、「平成２７年４月

１日から平成２８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日から平成２９年３月３１

日まで」に、「において、平成２８年度分」を「には、平成２９年度分」に改め、「左欄

に掲げる」の次に「同条の」を加え、同項の表第８２条第２号アの項中「第８２条第２

号ア」を「第２号ア」に改め、同条第４項中「規定する三輪」を「掲げる３輪」に、「平

成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日から平成２

９年３月３１日まで」に、「において、平成２８年度分」を「には、平成２９年度分」

に、「上欄に掲げる」を「左欄に掲げる同条の」に改め、同項の表第８２条第２号アの

項中「第８２条第２号ア」を「第２号ア」に改める。 

第２条 橿原市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１９条の３中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

  第２０条中「）、第５３条の７、第６７条」の次に「、第８１条の６第１項」を加え、

同条第２号及び第３号中「第９８条第１項」を「第８１条の６第１項の申告書、第９８

条第１項」に改める。 
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  第３４条の４中「１００分の１２．１」を「１００分の８．４」に改める。 

  第８０条第１項及び第２項を次のように改める。 

   軽自動車税は、３輪以上の軽自動車に対し、当該３輪以上の軽自動車の取得者に環

境性能割によって、軽自動車等に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割によって課

する。 

 ２ 前項に規定する３輪以上の軽自動車の取得者には、法第４４３条第２項に規定する

者を含まないものとする。 

  第８０条第３項中「第４４３条第１項」を「第４４５条第１項」に、「によって軽自動

車税」を「により種別割」に、「においては」を「には、第１項の規定にかかわらず」

に改め、同項ただし書中「もの」を「軽自動車等」に改める。 

  第８０条の２を削る。 

  第８１条を次のように改める。 

  （軽自動車税のみなす課税） 

 第８１条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保してい

る場合には、軽自動車税の賦課徴収については、買主を前条第１項に規定する３輪以

上の軽自動車の取得者（以下この節において「３輪以上の軽自動車の取得者」という。）

又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

 ２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、買主の変更があっ

たときは、新たに買主となる者を３輪以上の軽自動車の取得者又は軽自動車等の所有

者とみなして、軽自動車税を課する。 

 ３ 法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項において「販売業者等」と

いう。）が、その製造により取得した３輪以上の軽自動車又はその販売のためその他運

行（道路運送車両法第２条第５項に規定する運行をいう。次項において同じ。）以外の

目的に供するため取得した３輪以上の軽自動車について、当該販売業者等が、法第４

４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた場合（当該車両番号の指定前に第１

項の規定の適用を受ける売買契約の締結が行われた場合を除く。）には、当該販売業者

等を３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

 ４ 法の施行地外で３輪以上の軽自動車を取得した者が、当該３輪以上の軽自動車を法

の施行地内に持ち込んで運行の用に供した場合には、当該３輪以上の軽自動車を運行

の用に供する者を３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 
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  第８１条の次に次の７条を加える。 

  （日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲） 

 第８１条の２ 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事業の用に

供するもので、次の各号に該当するものに対しては、軽自動車税を課さない。 

 （１）救急用のもの 

 （２）血液事業の用に供するもの 

  （環境性能割の課税標準） 

 第８１条の３ 環境性能割の課税標準は、３輪以上の軽自動車の取得のために通常要す

る価額として施行規則第１５条の１０に定めるところにより算定した金額とする。 

  （環境性能割の税率） 

 第８１条の４ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課する環境性能割の税率

は、当該各号に定める率とする。 

 （１）法第４５１条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるもの １００分の１ 

 （２）法第４５１条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定の適用を

受けるもの １００分の２ 

 （３）法第４５１条第３項の規定の適用を受けるもの １００分の３ 

  （環境性能割の徴収の方法） 

 第８１条の５ 環境性能割の徴収については、申告納付の方法によらなければならない。 

  （環境性能割の申告納付） 

 第８１条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項各号に掲げる３輪以上

の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行規則第３３号の４

様式による申告書を市長に提出するとともに、その申告に係る環境性能割額を納付し

なければならない。 

 ２ ３輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、法第４５４条

第１項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行規則第３３

号の４様式による報告書を市長に提出しなければならない。 

  （環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

 第８１条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告し、又は報告すべき事

項について正当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合には、その者に対し、
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１００，０００円以下の過料を科する。 

 ２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

 ３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、そ

の発布の日から１０日以内とする。 

  （環境性能割の減免） 

 第８１条の８ 市長は、公益のため直接専用する３輪以上の軽自動車又は第９０条第１

項各号に掲げる軽自動車等（３輪以上のものに限る。）のうち必要と認めるものに対し

ては、環境性能割を減免する。 

 ２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その他必要な事項について

は、規則で定める。 

  第８２条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条中「軽自動車税の税率

は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を「次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割の税率は」に改め、同条第２号ア中 

 「  ２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３，６００円 

    ３輪のもの 年額 ３，９００円 

    ４輪以上のもの 

     乗用のもの 

      営業用 年額 ６，９００円 

      自家用 年額 １０，８００円 

     貨物用のもの 

      営業用 年額 ３，８００円 

      自家用 年額 ５，０００円            」 

 を 

 「（ア）２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３，６００円 

  （イ）３輪のもの 年額 ３，９００円 

  （ウ）４輪以上のもの 

   （ⅰ）乗用のもの 

      営業用 年額 ６，９００円 

      自家用 年額 １０，８００円 

   （ⅱ）貨物用のもの 
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      営業用 年額 ３，８００円 

      自家用 年額 ５，０００円             」 

 に改め、同号イ中 

 「  農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 

    その他のもの 年額 ５，９００円  」 

 を 

 「（ア）農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 

  （イ）その他のもの 年額 ５，９００円  」 

 に改める。 

  第８３条（見出しを含む。）及び第８５条（見出しを含む。）中「軽自動車税」を「種

別割」に改める。 

  第８７条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「軽自動車税」

を「種別割」に、「本節」を「この節」に、「第３３号の４様式」を「第３３号の４の２

様式」に改め、同条第２項及び第３項中「第３３号の４様式」を「第３３号の４の２様

式」に改め、同条第４項中「第８０条第２項」を「第８１条第１項」に改める。 

  第８８条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「第８０条第

２項」を「第８１条第１項」に改める。 

  第８９条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「ものと認め

る」を削り、「軽自動車等」の次に「のうち必要と認めるもの」を加え、「軽自動車税」

を「種別割」に改め、「ことができる」を削り、同条第２項及び第３項中「軽自動車税」

を「種別割」に改める。 

  第９０条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第１項中「掲げる軽自

動車等」の次に「のうち必要と認めるもの」を加え、「軽自動車税」を「種別割」に改

め、「ことができる」を削り、同項第１号中「のうち、市長が必要と認めるもの」を削

り、同条第２項中「軽自動車税」を「種別割」に改め、「身体障害者福祉法」の次に「（昭

和２４年法律第２８３号）」を加え、「本項」を「この項」に改め、同条第３項中「軽自

動車税」を「種別割」に、「第８９条第２項各号」を「前条第２項各号」に改め、同条

第４項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

  第９１条第２項中「第４４３条」を「第４４５条」に、「第８０条の２」を「第８１条

の２」に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第７項中「軽自動車税」を「種別
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割」に改める。 

  附則第１２条の２の次に次の６条を加える。 

  （軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

 第１２条の３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第１章第２節の規定

にかかわらず、県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、行うものとする。 

  （軽自動車税の環境性能割の課税免除の特例） 

 第１２条の３の２ 市長は、当分の間、第８１条の２の規定にかかわらず、県知事が自

動車税の環境性能割の納税義務を免除する自動車に相当するものとして市長が定める

３輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

  （軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

 第１２条の４ 市長は、当分の間、第８１条の８の規定にかかわらず、県知事が自動車

税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定める３輪以上の軽自

動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

  （軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

 第１２条の５ 第８１条の６の規定による申告納付については、当分の間、同条中「市

長」とあるのは、「県知事」とする。 

  （軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

 第１２条の６ 市は、県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事務を行うため

に要する費用を補償するため、法附則第２９条の１６第１項に掲げる金額の合計額を、

徴収取扱費として県に交付する。 

  （軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

 第１２条の７ 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第８１条の４の規定の適用につい

ては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１号 １００分の１ １００分の０．５ 

第２号 １００分の２ １００分の１ 

第３号 １００分の３ １００分の２ 

 ２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第８１条の４（第３号に係る部分に限る。）の

規定の適用については、同号中「１００分の３」とあるのは、「１００分の２」とする。 

  附則第１３条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第１項中「初
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めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項

に規定する」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同項の表を次のよう

に改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ４，６００円 

第２号ア（ウ）（ⅰ） ６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

第２号ア（ウ）（ⅱ） ３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

  附則第１３条中第２項から第４項までを削る。 

 （橿原市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 橿原市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年橿原市条例第８号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第６条中「三輪」を「３輪」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、

「新条例第８２条及び新条例」を「橿原市税条例第８２条及び」に改め、「左欄に掲げ

る」の次に「同条例の」を加え、同条の表を次のように改める。 

第８２条第２号ア（イ） ３，９００円 ３，１００円 

第８２条第２号ア（ウ）（ⅰ） ６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

第８２条第２号ア（ウ）（ⅱ） ３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

附則第１３条第１項 第８２条 橿原市税条例等の一部を

改正する条例（平成２６年

橿原市条例第８号。以下こ

の条において「平成２６年

改正条例」という。）附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条 

附則第１３条第１項の表第 第２号ア（イ） 平成２６年改正条例附則 

２号ア（イ）の項  第６条の規定により読み 
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  替えて適用される第８２

条第２号ア（イ） 

３，９００円 ３，１００円 

附則第１３条第１項の表第

２号ア（ウ）（ⅰ）の項 

第２号ア（ウ）（ⅰ） 平成２６年改正条例附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条第２号ア（ウ）（ⅰ） 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

附則第１３条第１項の表第

２号ア（ウ）（ⅱ）の項 

第２号ア（ウ）（ⅱ） 平成２６年改正条例附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条第２号ア（ウ）（ⅱ） 

３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

第４条 橿原市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年橿原市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第５条第７項の表第２０条の項中「第９８条第１項若しくは第２項」を「第９８

条第１項若しくは第２項、」に、「附則第５条第６項」を「附則第５条第６項、」に改め、

同条第７項の表第２０条第３号の項中「第９８条第１項」を「第８１条の６第１項の申

告書、第９８条第１項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

（１）第１条中橿原市税条例附則第１３条の改正規定 平成２９年４月１日 

（２）第２条、第３条及び第４条（附則第５条第７項の表第２０条の項の改正規定を除く。）

の規定並びに次条及び附則第４条の規定 平成３１年１０月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第２条の規定による改正後の橿原市税条例（附則第４条において「３１年新条例」
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という。）第３４条の４の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後に開始する

事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税に

ついて適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結

事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の橿原市税条例附則第１３条の規定は、平成２９年度

分の軽自動車税について適用する。 

第４条 ３１年新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、附則第１条第２

号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自

動車税の環境性能割について適用する。 

２ ３１年新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成３２年度以後の年度

分の軽自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの軽自動車税については、

なお従前の例による。 

 

 

理由 地方税法等の一部改正に伴い、軽自動車税の環境性能割の創設等、所要の整備を行

うもの 

 



 



議第５号 

   橿原市八木札の辻交流館条例の一部改正について 

 橿原市八木札の辻交流館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市八木札の辻交流館条例の一部を改正する条例 

 橿原市八木札の辻交流館条例（平成２４年橿原市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条を削る。 

 第４条第１項中「教育委員会」を「橿原市長（以下「市長」という。）」に改め、同条第

２項中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第３条とする。 

 第５条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第４条とする。 

 第６条を第５条とし、第７条から第９条までを１条ずつ繰り上げる。 

 第１０条第１項中「第５条」を「第４条」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「市

長」に改め、同条を第９条とする。 

 第１１条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第１０条とする。 

 第１２条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第１１条とする。 

 第１３条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第１２条とする。 

 第１４条中「教育委員会」を「市長」に改め、同条を第１３条とする。 

 別表中「第４条・第６条」を「第３条・第５条」に改め、同表備考第２項中「教育委員

会」を「市長」に改める。 

附 則 

 （施行日） 

第１条 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の際、現に改正前の条例の規定により教育委員会が行った処分、

手続その他の行為は、改正後の条例の相当規定により市長が行ったものとみなす。 

 

 

理由 橿原市八木札の辻交流館について、文化財としての保護を図りながら一層の利活用

を促進するため、市長が所管する施設とすることに伴い、所要の改正を行うもの 



 



 

 

議第６号 

   橿原市立保育所設置条例の一部改正について 

 橿原市立保育所設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市立保育所設置条例の一部を改正する条例 

 橿原市立保育所設置条例（昭和３１年橿原市条例第６３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条第２項の表大久保保育所の項中「１００人」を「２１０人」に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 連続する過去の２年度間常に定員を超え、かつ、各年度の年間平均在所率が１２０

パーセント以上となった保育所について、定員の見直しを行うもの 



 



 

 

議第７号 

   橿原市介護保険条例の一部改正について 

橿原市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２９年３月３日提出 

橿原市長 森下 豊 

   橿原市介護保険条例の一部を改正する条例 

橿原市介護保険条例（平成１２年橿原市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「平成２７年度及び平成２８年度の」を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 消費税引上げの延期により、これを財源として予定されていた低所得者への更なる

介護保険料の軽減強化が延期となり、現行の軽減割合を継続するもの 



 



 

1 

 

議第８号 

   橿原市手数料徴収条例の一部改正について 

 橿原市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 橿原市手数料徴収条例（平成１２年橿原市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 別表６０の項事務の欄中「建築物に関する完了検査の通知に対する検査」の次に「（６０

の２の項に係るものを除く。）」を加え、同項の次に次のように加える。 

６０の２ 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定を受け

た建築物

に関する

完了検査

申請又は

完了検査

通知手数

料 

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成２

７年法律第５３号）第１２条

第１項に規定する建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定を

受けた計画による建築物（同

法及び都市の低炭素化の促進

に関する法律（平成２４年法

律第８４号）の規定により適

合判定通知書の交付を受けた

とみなされる建築による建築

物を含む。）に係る建築基準法

第７条第１項の規定に基づく

建築物に関する完了検査の申

請又は建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第

１３条第２項に規定する建築

物エネルギー消費性能適合性

判定を受けた計画による建築

物に係る建築基準法第１８条

第１６項の規定に基づく建築

物に関する完了検査の通知に

対する検査 

床面積

の合計 

２，０００平方

メートル以上、

５，０００平方

メートル以内

のもの 

１件につき６０の項

に定める手数料の額

に１２５，０００円を

加算した額 

５，０００平方

メートルを超

え、１０，００

０平方メート

ル以内のもの 

１件につき６０の項

に定める手数料の額

に１６２，０００円を

加算した額 

１０，０００平

方メートルを

超え、２５，０

００平方メー

トル以内のも

の 

１件につき６０の項

に定める手数料の額

に１９４，０００円を

加算した額 

２５，０００平

方メートルを

超え、５０，０

００平方メー

トル以内のも

の 

１件につき６０の項

に定める手数料の額

に２２７，０００円を

加算した額 

５０，０００平

方メートルを

超えるもの 

１件につき６０の項

に定める手数料の額

に２９４，０００円を

加算した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適合性

判定に係る建築物の部分の床面積について算定する。 

 

 別表６３の項事務の欄中「建築物に関する完了検査の通知に対する検査」の次に「（６３

の２の項に係るものを除く。）」を加え、同項の次に次のように加える。 

６３の２ 

中間検査

を経た建

築物エネ

建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１２条

第１項に規定する建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定を

床面積

の合計 

２，０００平方

メートル以上、

５，０００平方

メートル以内

１件につき６３の項

に定める手数料の額

に１２５，０００円を

加算した額 
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ルギー消

費性能適

合性判定

を受けた

建築物に

関する完

了検査申

請又は完

了検査通

知手数料 

受けた計画による建築物（同

法及び都市の低炭素化の促進

に関する法律の規定により適

合判定通知書の交付を受けた

とみなされる建築による建築

物を含む。）に係る建築基準法

第７条の３第１項の特定工程

に係る建築物についての同法

第７条第１項の規定に基づく

建築物に関する完了検査の申

請又は建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第

１３条第２項に規定する建築

物エネルギー消費性能適合性

判定を受けた計画による建築

物に係る建築基準法第１８条

第１６項の規定に基づく建築

物に関する完了検査の通知に

対する検査 

のもの 

５，０００平方

メートルを超

え、１０，００

０平方メート

ル以内のもの 

１件につき６３の項

に定める手数料の額

に１６２，０００円を

加算した額 

１０，０００平

方メートルを

超え、２５，０

００平方メー

トル以内のも

の 

１件につき６３の項

に定める手数料の額

に１９４，０００円を

加算した額 

２５，０００平

方メートルを

超え、５０，０

００平方メー

トル以内のも

の 

１件につき６３の項

に定める手数料の額

に２２７，０００円を

加算した額 

５０，０００平

方メートルを

超えるもの 

１件につき６３の項

に定める手数料の額

に２９４，０００円を

加算した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適合性

判定に係る建築物の部分の床面積について算定する。 

 

 別表７１の項事務の欄中「（平成２４年法律第８４号）」を削り、同項手数料の額の欄中

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項

に規定する登録建築物調査機関」を「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関」に改める。 

 別表７４の項の次に次のように加える。 

７４の２ 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定申請手

数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第１２条第１項の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能適合性

判定の申請に対する審査又は同法第１

３条第２項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定の通知に対

する検査のうち、同法第１１条第１項に

規定する非住宅部分（以下この項、７４

の３の項、７５の項、７７の項及び７９

の項において「非住宅部分」という。）

であって建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令（平成２８年経済産業

省令・国土交通省令第１号。以下この項、

７４の３の項、７５の項、７７の項及び

７９の項において「基準省令」という。）

第１条第１項第１号イの基準を用いた

ものに係る審査 

床面積が２，０ 

００平方メー

トル以上５，０

００平方メー

トル未満のも

の 

１件につき ５４３，

０００円 

床面積が５，０ 

００平方メー

トル以上１０，

０００平方メ

ートル未満の

もの 

１件につき ６６９，

０００円 

床面積が１０，

０００平方メ

ートル以上２

５，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ７９０，

０００円 
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床面積が２５，

０００平方メ

ートル以上５

０，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ９０１，

０００円 

床面積が５０，

０００平方メ

ートル以上の

もの 

１件につき １，１２

４，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第１２条第１項の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能適合性

判定の申請に対する審査又は同法第１

３条第２項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定の通知に対

する検査のうち、非住宅部分であって基

準省令第１条第１項第１号ロの基準を

用いたものに係る審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積が２，０ 

００平方メー

トル以上５，０

００平方メー

トル未満のも

の 

１件につき ２４５，

０００円 

床面積が５，０ 

００平方メー

トル以上１０，

０００平方メ

ートル未満の

もの 

１件につき ３２０，

０００円 

床面積が１０，

０００平方メ

ートル以上２

５，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ３８４，

０００円 

床面積が２５，

０００平方メ

ートル以上５

０，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ４５０，

０００円 

床面積が５０，

０００平方メ

ートル以上の

もの 

１件につき ５８３，

０００円 

 備考 ７４の２の項の床面積は建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る建築

物の部分の床面積について算定する。 

７４の３ 

建築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

変更申請

手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第１２条第２項又は第１３

条第３項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能確保計画の変更の申請に

対する審査のうち、非住宅部分であって

基準省令第１条第１項第１号イの基準

を用いたものに係る審査 

床面積が３０

０平方メート

ル未満のもの 

１件につき ２３６，

０００円 

床面積が３０

０平方メート

ル以上２，００

０平方メート

ル未満のもの 

１件につき ３８１，

０００円 

床面積が２，０

００平方メー

１件につき ５４３，

０００円 
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トル以上５，０

００平方メー

トル未満のも

の 

床面積が５，０

００平方メー

トル以上１０，

０００平方メ

ートル未満の

もの 

１件につき ６６９，

０００円 

床面積が１０，

０００平方メ

ートル以上２

５，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ７９０，

０００円 

床面積が２５，

０００平方メ

ートル以上５

０，０００平方

メートル未満

のもの 

 

１件につき ９０１，

０００円 

床面積が５０，

０００平方メ

ートル以上の

もの 

１件につき １，１２

４，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第１２条第２項又は第１３

条第３項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能確保計画の変更の申請に

対する審査のうち、非住宅部分であって

基準省令第１条第１項第１号ロの基準

を用いたものに係る審査 

床面積が３０

０平方メート

ル未満のもの 

１件につき ９１，６

００円 

床面積が３０

０平方メート

ル以上２，００

０平方メート

ル未満のもの 

１件につき １５２，

０００円 

床面積が２，０

００平方メー

トル以上５，０

００平方メー

トル未満のも

の 

１件につき ２４５，

０００円 

床面積が５，０

００平方メー

トル以上１０，

０００平方メ

ートル未満の

もの 

１件につき ３２０，

０００円 

床面積が１０，

０００平方メ

ートル以上２

１件につき ３８４，

０００円 
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５，０００平方

メートル未満

のもの 

床面積が２５，

０００平方メ

ートル以上５

０，０００平方

メートル未満

のもの 

１件につき ４５０，

０００円 

床面積が５０，

０００平方メ

ートル以上の

もの 

１件につき ５８３，

０００円 

 備考 ７４の３の項の床面積は、適合性判定を受けた建築物の建築物エネルギー

消費性能適合性判定の変更に係る部分の床面積の２分の１について算定する。

ただし、床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分（エネルギー消

費性能適合性判定に係る建築物の部分に限る。）の床面積について算定する。 

７４の４ 

建築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

軽微変更

証明書交

付手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規

則（平成２８年国土交通省令第５号）第１１条の規定に基

づく建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更に

関する証明書の交付 

７４の３の項に定め

る手数料の額と同一

の額 

 別表７５の項事務の欄中「（平成２７年法律第５３号）」を削り、「非住宅部分（以下この

項、７７の項及び７９の項において「非住宅部分」という。）であって建築物省エネルギー

消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省令・国土交通省令第１号。以下この

項、７７の項及び７９の項において「基準省令」という。）第８条」を「非住宅部分であっ

て基準省令第１０条」に、「基準省令第８条」を「基準省令第１０条」に改め、同項手数料

の額の欄中「エネルギーの使用の合理化等に関する法律第７６条第１項に規定する登録建

築物調査機関」を「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１５条第１項に規

定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関」に改める。 

 別表７７の項事務の欄中「基準省令第８条」を「基準省令第１０条」に改める。 

 別表７９の項手数料の額の欄中「エネルギーの使用の合理化等に関する法律第７６条第

１項に規定する登録建築物調査機関」を「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関」に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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理由 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行により、一定の建築物につ

いて建築物エネルギー消費性能適合性判定が義務化されるため、関係する手数料を規

定するもの 



 1 

議第９号 

   橿原市道路占用料に関する条例等の一部改正について 

 橿原市道路占用料に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊 

   橿原市道路占用料に関する条例等の一部を改正する条例 

 （橿原市道路占用料に関する条例の一部改正） 

第１条 橿原市道路占用料に関する条例（昭和３１年橿原市条例第３５号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表（第２条関係） 

道路占用料額 

占用物件 基準 単位に対する占用料 

（単位 円） 期間 単位 

法第３２条第１

項第１号に掲げ

る工作物 

第１種電柱 年 １本 ６６０ 

第２種電柱 １，０００ 

第３種電柱 １，４００ 

第１種電話柱 ５９０ 

第２種電話柱 ９５０ 

第３種電話柱 １，３００ 

その他の柱類 ５９ 

共架電線その他上空に

設ける線類 

１メートル ６ 

地下に設ける電線その

他の線類 

４ 

路上に設ける変圧器 １個 ５８０ 

変圧塔その他これに類

するもの及び公衆電話

所 

１，２００ 

郵便差出箱及び信書便

差出箱 

５００ 
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 地下に設ける変圧器  １平方メー

トル 

３５０ 

広告塔 ３，８００ 

その他のもの １，２００ 

法第３２条第１

項第２号に掲げ

る物件 

外径が０．０７メート

ル未満のもの 

年 １メートル ２５ 

外径が０．０７メート

ル以上０．１メートル

未満のもの 

３５ 

外径が０．１メートル

以上０．１５メートル

未満のもの 

５３ 

外径が０．１５メート

ル以上０．２メートル

未満のもの 

７１ 

外径が０．２メートル

以上０．３メートル未

満のもの 

１１０ 

外径が０．３メートル

以上０．４メートル未

満のもの 

１４０ 

外径が０．４メートル

以上０．７メートル未

満のもの 

２５０ 

外径が０．７メートル

以上１．０メートル未

満のもの 

３５０ 

外径が１．０メートル

以上のもの 

７１０ 

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲 

げる施設 

年 １平方メー 

トル 

１，２００ 

法第３２条第１

項第５号に掲げ 

地下街

及び地 

階数が１のもの 年 １平方メー

トル 

Aに０．００５を乗じ

て得た額 
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る施設 下室 階数が２のもの   Aに０．００８を乗じ

て得た額 

 階数が３以上の

もの 

Aに０．０１を乗じて

得た額 

上空に設ける通路 １，９００ 

地下に設ける通路 １，１００ 

その他のもの １，２００ 

法第３２条第１

項第６号に掲げ

る施設 

祭礼、縁日等に際し、

一時的に設けるもの 

日 １平方メー

トル 

３８ 

その他のもの 月 ３８０ 

道路法施行令（昭

和２７年政令第

４７９号。以下

「令」という。）

第７条第１号に

掲げる物件 

看板（ア

ーチであ

るものを

除く。） 

一時的に設

けるもの 

月 １平方メー

トル 

３８０ 

  その他のも

の 

年 ３，８００ 

標識 年 １本 ９５０ 

旗ざお 祭礼、縁日等

に際し、一時

的に設ける

もの 

日 ３８ 

その他のも

の 

月 ３８０ 

幕（令第

７条第４

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。） 

祭礼、縁日等

に際し、一時

的に設ける

もの 

日 １平方メー

トル 

３８ 

その他のも

の 

月 ３８０ 

アーチ 車道を横断

するもの 

月 １基 ３，８００ 
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  その他のも

の 

  １，９００ 

令第７条第２号に掲げる工作物 年 １平方メー

トル 

１，２００ 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び

同条第５号に掲げる工事用材料 

月 １平方メー

トル 

３８０ 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び

同条第７号に掲げる施設 

１２０ 

令第７条第８号

に掲げる施設 

トンネルの上又は高架

の道路の路面下（当該

路面下の地下を除く。）

に設けるもの 

年 １平方メー

トル 

Aに０．０１５を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの 

 

Aに０．０２４を乗じ

て得た額 

地下（トン

ネルの上の

地 下 を 除

く。）に設け

るもの 

 

階数が１の

もの 

Aに０．００５を乗じ

て得た額 

階数が２の

もの 

Aに０．００８を乗じ

て得た額 

階数が３以

上のもの 

Aに０．０１を乗じて

得た額 

その他のもの Aに０．０３４を乗じ

て得た額 

令第７条第９号

に掲げる施設 

建築物 Aに０．０１５を乗じ

て得た額 

その他のもの Aに０．０１を乗じて

得た額 

令第７条第１０

号に掲げる施設

及び自動車駐車

場 

建築物 Aに０．０２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Aに０．０１を乗じて

得た額 

令第７条第１１トンネルの上又は高架  Aに０．０１５を乗じ
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号に掲げる応急

仮設建築物 

の道路の路面下に設け

るもの 

て得た額 

上空に設けるもの Aに０．０２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Aに０．０３４を乗じ

て得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 Aに０．０３４を乗じ

て得た額 

令第７条第１３

号に掲げる施設 

トンネルの上又は高速

自動車国道若しくは自

動車専用道路（高架のも

のに限る。）の路面下に

設けるもの 

Aに０．０１５を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Aに０．０２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Aに０．０３４を乗じ

て得た額 

その他前各項により難い占用 前各項に準じて市長が定める額 

別表備考６を次のように改める。 

６ 表示面積、占用面積又は占用物件の面積若しくは長さについては、０．０１平

方メートル又は０．０１メートル未満の端数を切り捨てて計算するものとする。 

（橿原市準用河川管理条例の一部改正） 

第２条 橿原市準用河川管理条例（平成１２年橿原市条例第２０号）の一部を次のように

改正する。 

  別表のうち流水・土地占用料の表中備考以外の部分を次のように改める。 

流水・土地占用料 

区分 種別 単位 占用料 摘要 

流水占用料 発電以外の用に供する

もの 

毎秒１立方メー

トル 

１年につき 

５，１４０円   

土地占用

料 

工作

物に 

第一種電柱 １本 

１年につき 

６６０円 組立鉄柱又は

H柱は、２本 
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 よる 第二種電柱 １本 １，０００円 とみなす。 

 占用  １年につき   

第三種電柱 １本 

１年につき 

１，４００円 

第一種電話柱 １本 

１年につき 

５９０円 組立鉄柱又は

H 柱は、２本

とみなす。 第二種電話柱 １本 

１年につき 

９５０円 

第三種電話柱 １本 

１年につき 

１，３００円 

公衆電話所 １個 

１年につき 

１，２００円   

埋設

又は

架設

管類 

外径が０．４メート

ル未満のもの 

１メートル 

１年につき 

１４０円  

外径が０．４メート

ル以上０．７メート

ル未満のもの 

１メートル 

１年につき 

 

２５０円  

 

外径が０．７メート

ル以上１．０メート

ル未満のもの 

１メートル 

１年につき 

３５０円  

外径が１．０メート

ル以上のもの 

１メートル 

１年につき 

７１０円  

仮設建築物 １平方メートル 

１年につき 

１２０円 工事用建築物

その他これに

類するもの 

通路橋、通路 １平方メートル 

１年につき 

１，１６０円   

その他前各項により難

い工作物 

１平方メートル 

１年につき 

２，４００円   

その

他 

原形のままの占用 １平方メートル 

１年につき 

１２０円   
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 養魚 １平方メートル 

１年につき 

３２０円   

  別表のうち流水・土地占用料の表備考３を次のように改める。 

３ 占用面積又は占用延長については、０．０１平方メートル又は０．０１メート

ル未満の端数を切り捨てて計算するものとする。 

（橿原市法定外公共物管理条例の一部改正） 

第３条 橿原市法定外公共物管理条例（平成１５年橿原市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  別表中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表（第８条関係） 

区分 基準 単位に対する使用料 

（単位 円） 期間 単位 

電柱、電線、変圧

塔、郵便差出箱、

公衆電話所、広告

塔その他これらに

類する工作物 

第１種電柱 年 １本 ６６０ 

第２種電柱 １，０００ 

第３種電柱 １，４００ 

第１種電話柱 ５９０ 

第２種電話柱 ９５０ 

第３種電話柱 １，３００ 

その他の柱類 ５９ 

共架電線その他上空に設

ける線類 

１メートル ６ 

地下に設ける電線その他

の線類 

４ 

路上に設ける変圧器 １個 ５８０ 

変圧塔その他これに類す

るもの及び公衆電話所 

１，２００ 

郵便差出箱及び信書便差

出箱 

５００ 

地下に設ける変圧器 １平方メー

トル 

３５０ 

広告塔 ３，８００ 

通路橋又は上屋その他こ ２３０ 
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 れらに類するもの    

 その他のもの １，２００ 

水管、下水道管、

ガス管その他これ

らに類する物件 

外径が０．０７メートル

未満のもの 

年 １メートル ２５ 

外径が０．０７メートル

以上０．１メートル未満

のもの 

３５ 

外径が０．１メートル以

上０．１５メートル未満

のもの 

５３ 

外径が０．１５メートル

以上０．２メートル未満

のもの 

７１ 

外径が０．２メートル以

上０．３メートル未満の

もの 

１１０ 

外径が０．３メートル以

上０．４メートル未満の

もの 

１４０ 

外径が０．４メートル以

上０．７メートル未満の

もの 

２５０ 

外径が０．7 メートル以

上１．０メートル未満の

もの 

３５０ 

外径が１．０メートル以

上のもの 

７１０ 

鉄道、軌道その他これらに類する施設及び

歩廊、雪よけその他これらに類する施設 

年 １平方メー

トル 

１，２００ 

地下街、地下室そ

の他これらに類す

る施設 

地下街

及び地

下室 

階数が１のもの 年 １平方メー

トル 

A に０．００５を乗

じて得た額 

階数が２のもの Aに０．００８を乗 
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     じて得た額 

  階数が３以上の   Aに０．０１を乗じ 

もの   て得た額 

 上空に設ける通路 １，９００ 

地下に設ける通路 １，１００ 

その他のもの １，２００ 

露店、商品置場そ

の他これらに類す

る施設 

祭礼、縁日等に際し、一

時的に設けるもの 

日 １平方メー

トル 

３８ 

その他のもの 月 ３８０ 

看板、標識、旗ざ

お、パーキングメ

ーター、幕及びア

ーチ 

看板（ア

ーチで

あるも

のを除

く。） 

一時的に設ける

もの 

月 １平方メー

トル 

３８０ 

その他のもの 年 ３，８００ 

標識 年 １本 ９５０ 

旗ざお 祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

日 ３８ 

その他のもの 月 ３８０ 

幕（工事

用施設

である

ものを

除く。） 

祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

日 １平方メー

トル 

３８ 

その他のもの 月 ３８０ 

アーチ 車道を横断する

もの 

月 １基 ３，８００ 

その他のもの １，９００ 

工事用板囲い、足場、詰所その他工事用施

設及び土石、竹木その他の工事用材料 

月 １平方メー

トル 

３８０ 

防火地域内における耐火建築物、仮設建築

物 

１２０ 

別表備考６を次のように改める。 
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６ 表示面積、使用面積又は使用物件の面積若しくは長さについては、０．０１平

方メートル又は０．０１メートル未満の端数を切り捨てて計算するものとする。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 道路法施行令の一部改正等に準じ、道路占用料等を改めるもの 



 

 

議第１０号 

橿原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正につ

いて 

 橿原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

橿原市長 森下 豊 

橿原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

 橿原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１４年橿原市条例第

２６号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項第１号中「第５項」を「第７項」に改める。 

 別表第３（ろ）の項第５号から第７号までを次のように改める。 

（５）電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規定する認定電気

通信事業者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供する施設 

（６）電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気事

業（同項第２号に規定する小売電気事業を除く。）の用に供する施設 

（７）ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第２項に規定するガス小売事業の用

に供する施設 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第３（ろ）の項第７号の改正規定は、

平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 建築基準法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの 



 



議第１１号 

   橿原市の上下水道事業職員等の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正

について 

 橿原市の上下水道事業職員等の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市の上下水道事業職員等の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 橿原市の上下水道事業職員等の給与の種類及び基準を定める条例（平成２７年橿原市条

例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条の見出し中「特別職の」を削り、同条中「及び下水道普及相談員」及び後段を削

り、同条に次の１項を加える。 

２ 下水道普及相談員の報酬は、橿原市一般職非常勤職員等の任用、勤務条件等に関する

条例（平成２３年橿原市条例第１６号）別表第２の規定を準用する。この場合において、

同表中「給食調理員等」とあるのは、「下水道普及相談員」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 下水道普及相談員の任用について、より適正な運用を行うため、所要の改正を行う

もの 



 



  

議第１２号 

   橿原市下水道条例の一部改正について 

 橿原市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成２９年３月３日提出 

                            橿原市長 森下 豊    

   橿原市下水道条例の一部を改正する条例 

 橿原市下水道条例（昭和６３年橿原市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 第２１条中「届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする。」を削り、同条に

次の１項を加える。 

２ 使用者は、水道水の排除に加えて水道水以外の水を排除しようとするとき、水道水以

外の水を使用するための設備を変更しようとするときその他前項の規定により届け出

た事項を変更しようとするときは、遅滞なくその旨を管理者に届け出なければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

理由 公共下水道の使用について、変更の届出が必要な場合を具体的に規定し、より適正

な実態把握及び下水道使用料の徴収を行うため、所要の改正を行うもの 



 


